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平 成 ２ ７ 年 第 １ 回 区 議 会 定 例 会
新 宿 区 長 定 例 記 者 会 見 資 料
平 成 ２ ７ 年 ２ 月 １ ８ 日 （ 水 ）

一番の自治のまち「新宿」

暮 ら し や す さ も 賑 わ い も

経済的にお困りの方への新たな相談支援体制を構築し、 

暮らしを支えるセーフティネットの充実を図ります 

 平成27年4月から、生活保護に至る前の生活困窮者に対する「第2のセーフティネット」を

構築することを目的とした生活困窮者自立支援法が施行され、生活困窮者自立支援制度が新た

に創設されます。区では、この法律の円滑な施行を図るため平成26年10月から生活支援相談

窓口を開設して、生活困窮者自立促進支援モデル事業を実施してきました。平成27年度から

は、この法律が求める包括的な支援が可能となるよう、必須事業に加えて、自治体の判断で行

う任意事業のすべてを実施し、生活困窮者への自立支援を強化します。 

事業概要 

自立相談支援事業 住居確保給付金等 

 生活困窮者に対し、一人ひとりの状況

に応じて、自立に向けた支援計画を作成

し、継続的な相談支援及び就労支援を

実施。また、関係機関とも連携した包括

的で寄り添い型の支援を実施 
 

    予算額：36,475千円 

必須事業 

 離職により住宅を失った又はそのおそ

れがある生活困窮者に対して家賃相当

額を有期で給付 

 
 

            

 

                  予算額：21,112千円 

仕事や家計に関する相談がしたい・・・ 

経済的に困っているがどこに相談 

           したらよいのか分からない・・・ 
生活を立て直したい・・・ 

自 立 相 談 支 援 事 業 

関係機関との連携 
庁内各課 ／ 社会福祉協議会 

ハローワーク ／ 法テラス  など 

包括的な相談支援 

各種支援事業 

就労準備支援事業 

 すぐに就労することが困難な生活困窮

者に対してキャリアカウンセラー等の資

格を持った就労支援員が就労に必要な

日常・社会的自立のための訓練を実施 
 

予算額：296千円 

一時生活支援事業 

  

 住居を持たない生活困窮者に対して一

定期間宿泊場所や食事を提供 
 

予算額：1,460千円 

家計相談支援事業 

 家計に問題のある生活困窮者に対して

社会福祉士等の資格を持った相談支援

員等が家計管理に関する相談、債務整

理、貸付のあっせん等を支援 
 

予算額：148千円 

学習支援事業 

 

 生活困窮世帯（生活保護世帯含む）の中

学生に対して高校進学を目的とした学習

支援を実施 

予算額：14,363千円 

生活支援相談窓口 
 

 社会福祉士等の資格を持った相談支援員等が

生活や就労に関する様々な相談に柔軟に対応 

 
○ 各種支援事業及び関係機関 

 との連携による包括的な支援 

※ 住居確保給付金、就労準備支援事業、一時生活支援事業は、資産・収入要件があります。 

任意事業 

 
 社会福祉士等の資格を持った 

相談支援員等を5名配置 

任意事業をすべて実施 

生活困窮者自立支援法イメージ 

必須事業 

任意事業 

住居確保給付金等／就労準備支援事業 

家計相談支援事業／一時生活支援事業／学習支援事業 

すべての自治体が実施する事業 

自治体の判断で実施する事業 

・相談者と一緒に支援計画を作成 

・関係機関との支援調整の実施 

・支援の達成度に応じた計画の見直し 
 

○ 継続的な相談支援、就労支援 

支援計画に基づく支援の実施 


